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１口Ｉ
る独占禁止立法に関連して、それの提起する経済政策に
かかわる理論問題の解決をはかろうとするものであっ
て、著者は序言でもそのことをはっきりと述べている。
「ここに発表する合冊本は、連邦カルテル庁もまった
く公式に提起しており、繰返し論議されている問題、す
なわち、集積・集中は果して、価格を操作し、遂には社
会的市場経済および自由な社会秩序を危からしめるよう
な〃強力化。日日餌、言目巴〃をもたらすか否か、の問
題を取扱っている。著者は、今日実際的な経済政策上の
中
心
論
点
と
な
っ
て
い
る
こ
の
課
題
に
、
学
問
的
方
法
を
も
っ
て
むかい、単なる個人的信念を越えた意義ある成果に達す
るぺく努力した。」（七頁）
だ
か
ら
、
集
穣
・
集
中
が
市
場
に
い
か
な
る
影
劉
を
及
ぼ
す
か
、
と
い
う
主
題
に
し
て
も
、
直
接
に
は
「
競
争
制
限
禁
止
法
（の＄の目、の、のロゴの耳汀弓円房房闇耳昔百口砲のＰのヨ
巴」に関する長期にわたる論争、所謂カルテル論争から
発生したものであって、その理論的一側面を表現するも
のである。「集穣ｄ集中が競争を止揚するか、止揚しな
いまでも弱化するか、それとも反対に競争を促進する
か、それとも震たｌ第三の可能性としてＩそのどら
二七二
らでもなく、市鰹稲造的には中立的であるとすべきか、
の問題の解明は、連邦共和国内で今日支配的な経済政策
上、法政策上の諸観念の下において、評価しきれぬ程大
きい、実際的な意味をもづている。競争の保護は、我国
においては単に経済政策の中心であるにとどまらない。
競争罫伝序は、いわゆるカルテル法として法典化され、我
が経落爆覗域の一種の〃基十全勝の地位にまで高められて
いる。」（六一頁）
さ
て
、
こ
こ
で
西
ド
イ
ツ
に
お
け
る
独
占
禁
止
立
法
の
過
程
に
多
少
触
れ
て
お
か
ね
ば
な
ら
な
い
だ
ろ
う
。
第二次大戦によって敗北したドイツは東・西に分削、
占
領
さ
れ
た
が
、
ア
メ
リ
カ
・
イ
ギ
リ
ス
・
フ
ラ
ン
ス
三
国
に
占
領
さ
れ
た
西
ド
イ
ツ
に
対
す
る
占
領
諸
国
の
経
済
政
策
は
、
戦
争
直
後
は
主
と
し
て
、
強
力
な
競
争
者
で
あ
っ
た
ド
イ
ツ
独
占
資
本
の解体にむけられ、イー・ゲー・ファルペン等の財閥編肝
体を中心にした措置が矢継早に採られた。ドイツ独占資
本の牙を抜くことはこれら三国にしてみれば戦争そのも
のの主要目的の一つであったのである。しかしドイツ経
済の復興とともに、四○年代末に西ドイツを社会主義圏
に対する冷戦の同盟者に仕立てるべき占領軍の明瞭な政
‐
１
１
策転換が行われることにより、財閥は新なる形態で復だが、この法案は「経済法として稀にみる程、当初か
活し、集租・集中が急速に進行し、こ上に西ドイツはら激しい議論をまきおこした」（六七頁）のであって、
強力な独占資本主義の国家としてよみがえったのであ各政党・国会議員は勿論のこと、労働組合・消費者団体
る。
や財界・学者等がこれに加わり、一大〃カルテル論争〃
だが、独占禁止の法規制面では、当初「ドイツ過度経が起ったのである。そして第一次案より七年余、迂余曲
済力集中禁止令」をもってのぞんだアメリカによる反独折を経て一九五七年一○月二七日「競争制限禁止法（の
占立法の要請が、基本政策の転換、西ドイツにおける独言□」は原案に種々重大な修正を加えて公布の運びとな
占資本主義の復活、強化の進行にもかかわらず引続いてった。
行われたのであり、アメリカは一九四九年に反カルテルこの〃カルテル論争〃を殆ど「八百長合戦」と見、〃論
法の作成権を西ドイツに引渡し、西ドイツ政府による独争〃において「カルテル反対者」として登場するエアハ
占禁止法の自主制定を強く促したのである。・ルトを「欺嬬の絶頂」と評する見解（クチンスキー）も
これを西ドイツの側でうけて、独占禁止立法の推進者あるが、西ドイツでの独占資本の復活の現況と、それの
の役割を果したのは経済相エァハルト（現首相）であっ支配する国家の行う反独占立法の明かな矛盾を考えるな
た。これより先に、フラィプルグ大学オィヶンゴ鼻の門らぱ、「競争制限禁止法」の抜穴や例外規定をせんさく
胃鳥目教授を中心とするグループは、五項目からなるするまでもなく、〃論争〃そのものに対するこうした批
カルテル規制案を占領軍に提出していたが、ニァハルト判が当然なされるべきであろう。しかしながら、議会内
はオィヶソの学説を背景とし、「カルテル反対者」とし外における論争から生ずる、或は直接生じないまでもそ
て登場したのである。一九四九年には「反カルテル法」れを反映する種々の理論問題については、理論問題にお
の第一次案ができ、一九五一年には連邦上院に「競争制ける諸見解の検討・批判がなされるべきであって、それ
限禁止法案」として上程された。
が〃競争Ｉ独占〃という極めて重要な事項にかかわる
”目・】【の目吊島尻・ロ開口日忌・厚冨胃辱目回冒閂再冨ロの目円目ごぬ（岡田〉二七三
が
故
に
、
そ
の
批
判
・
検
討
は
お
ろ
そ
か
に
す
ぺ
き
で
は
な
い。その意味において、グソッニルト教授のこの著書は、
西ドイツの学者がこの論争に関して、そこにいかなる問
題を見出し、いかなる解決を求めているかの一端を示す
も
の
で
あ
り
、
我
痔
に
も
〃
競
争
ｌ
独
占
〃
に
関
す
る
理
論
的
認
識
に
反
省
を
促
す
資
と
な
り
う
る
も
の
で
あ
る
。
こ
の
書
は
三
つ
の
部
分
に
わ
か
た
れ
、
第
一
部
市
場
お
よ
び
市
場
形
態
、
第
二
部
市
場
支
配
的
企
業
、
市
場
支
配
、
第
三
部
築祇・集中と市場榊造、からなるが、このうち、第一部
は
教
授
の
独
自
の
見
解
の
開
陳
と
い
う
よ
り
は
、
競
争
お
よ
び
独
力
次
ラ
リ
ス
ト
・占に関する従来の諸学説、すなわち、重商主義や官房経
済
学
者
か
ら
は
じ
ま
っ
て
、
ア
ダ
ム
・
ス
ミ
ス
、
ク
ド
ル
ノ
ー
、
ス
ラ
ッ
フ
ァ
、
ロ
ピ
ン
ソ
ン
、
チ
ェ
ン
パ
リ
ソ
、
シ
ュ
タ
ッ
ケ
ル
ペルク、トリブィン、オィヶン等々の諸学説の、短評を
加えた紹介とも言うべき部分であって、その後の議論の
道具立てをなすべき諸範嬬の簡単な説明にあてられてい
る。第二部においては、主として「競争制限禁止法」に
対する批判とそれを支えるオイヶン学説の検討が行わ
れ、第三繍で、本謹の讃間ｌ義・難中の市場に及ぽ
二七四
す影霊何Ｉに対する腱鯛が行われているので、右に
見た未韓置の性格上、直ちに第二部の紹介から行いたい。
一一
「競争制限禁止法」の最大の問題点として教授のつく
所は、それが保護対象である〃競争〃の規定を欠いてい
るということである。「この法律の問題性は、はじめか
らそれが保護すべき対象、すなわち競争の規定を断念し
た、という点に最も明瞭に現われている。」（六七頁）例
えば、政府提案理由書では〃競争の概念は前提富れてい
る〃とあり、議会の経済政策委員会報告書でも、〃この
法案の保護対象である『競争』の概念の法的規定は不可
能
で
あ
る
か
ら
、
草
案
で
も
そ
れ
を
求
め
て
い
な
い
〃
と
な
っ
て
いる。（六一頁）「〔この法律におけるＩ１Ｉ岡田〕『競争』
『市場』『市場支配』また『斉一的行為』の如き概念は、
経済学者の使用する言葉から生じたものであるが、……
使用されている経済的概念は一般に法律上の定義を与え
られていない。」（八八頁）
だが、これは立法主体が，この法律において競争につ
いて何も定見がないここを善綴昨しない、として教授叶尽
‐
ワ
イ
ト
ピ
（
Ｉ
完全競争声」そ市場経済の理想像であるという提案報告者
へ
ル
ヴ
ィ
ヒ
の
考
え
や
、
〃
法
的
に
確
定
す
べ
き
は
、
競
争
経
済
か、或はポ質的な競争にさらされていないことを
の利点は、歴史的に証明されたその欠点によって非難さ
い』フ。
れ
る
ぺ
き
で
な
い
、
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
法
的
に
二
、
二
乃
至
そ
れ
以
上
の
企
業
相
互
間
に
、
特
定
種
類
の
商
品
確定すべきは、立法者は、市場経済における均衡化傾向
或は役務について、一般に、或は特定の市場にお
マ
ハ
ト
を撹乱する要因である経済的力の問題に格別の注意をむ
いて、事実上の理由から本質的な競争が存在しな
けるべきだ、ということであり、．：・・・とくに需要と供給
い場合、或はそれらの企業が全体として第一項の
の機能およびそれとともに経済過程の調整要因をなす市
要件を充たすならば、これらの企業もまた市場支
場価格の硬直をふせぐということである〃との提案理由
配的であるとみなされる。
番の説明を挙げ（六八’九頁）、「法主文だけでなく、危大教授はこの規定が、市場支配の基準として決定的にで
な資料、提案理由響、紺告等を熟読すれば、法案作成にはないが実際には役立つ、企業の市場占拠分（旨胃再目‐
＊
あ
た
っ
て
迩
護
府
が
、
オ
ル
ド
ー
・
リ
ベ
ラ
ル
派
の
綴
済
学
説
瀞
一
一
）
の
規
定
を
鱗
し
て
い
る
こ
と
（
草
藥
に
は
ｌ
そ
の
諾
に依拠したことを識でもすぐ発見するであろう」（六九規定（率）はなかったがｌ存在していた）、市場臘与
頁）と述べるのである。「法律（の司因）の基礎には、一者数の規定を欠いていること、竿を問題にし（七二’五
股にフライプルグ学派の『社会的市場経済』論とともに、頁）た後、次のように言う。「立法者のこの定義を、オ
＊
＊
その市場形態論が存在している．．…・」（八八頁）、イヶンの市場形態の図式と比較すれば、立法者が〃競争
「競争制限禁止法」の眼目である市場支配的企業の規者をもたない〃という場合には、その定式において供給
定は次のようになっている。すなわち、同第一一一一条第一独占或は需要独占の市場形態が想定されており、また
項
、
第
二
項
に
い
う
ｌ
〃本質的な競争にさらされていない〃という場合には、
一、この法律において市場支配的とは、特定種類の商供給部分独占或は需要部分独占が想定されているのがは
品或は役務について、一企業が競争者をもたないっきりする。」（七九頁）さらに教授陸〃特定種類の商品
宛且・一［の自国の島民。。Ｎの口：二・口》旨図胃目』息『胃Ｆ宮の『§冒口、（岡田）
一一七五
或は役務につき〃という規定の非客観性を問題とする。
すなわち、立法者は理論のいう同質性原理を採用せず、
個有の財の質的相異にもかかわらず、市場においては基
本的には等しい品質の財として一定の需要を充たす限り
での市場等価性の原理を採用していることを問題とす
る。「市場等価性は、結局は世論の平均によってのみ限
界
づ
け
ら
れ
る
価
値
概
念
で
あ
っ
て
、
決
し
て
客
観
的
で
か
つ
正
砿な価値概念ではない。特別な困難は、個灯の需要者の
観方が平均から著しくそれるということにあるばかりで
な
く
、
時
が
経
つ
に
つ
れ
て
１
１
非
常
に
よ
く
起
る
こ
と
だ
が
ｌ
こ
の
価
値
認
繊
が
根
本
か
ら
変
化
し
う
る
と
い
う
こ
と
に
あ
る。」（八○頁）
また、先にみたように、保護対象である競争の法的規
定が欠けているのだから、〃競争〃の概念は、実際には
経
済
当
事
者
の
理
解
に
従
わ
ざ
る
を
え
な
い
で
あ
ろ
う
か
ら
、
そ
こ
に
次
の
よ
う
な
矛
盾
が
生
ず
る
、
と
教
授
は
続
け
る
。
例
え
ば
小
麦
を
生
産
す
る
農
民
を
と
っ
て
み
る
と
、
彼
等
は
小
麦
価
格
を
所
与
の
も
の
と
し
て
受
け
と
る
が
、
そ
れ
に
よ
っ
て
彼
等は、他の小麦生産者と競争していると考えるよりは、
他の小麦生産者と競争関係にはないと考えるであろう
し、逆に理論のいう寡占的市場状態にある自動車業、繊
維エ業の如き場合には、供給者は価格政策。品質政策等
等の手段を採って競争者に損失を与えることが可能とな
り、競争が存在すると考えるだろう、企業が価格。品
質・宣伝で顧客を奪うか奪われるかの激しい競争の下で
のみ、〃競争〃は実際家の問題となってくるのである。
「……競争の経済的作用は、実際家が競争について語
り、理論家が反対にただ独占的競争について語る市場状
態にある時ほど激しい。理論のいう完全競争の市場にあ
る企業は、価格が所与のものとして想定されるのである
から、製造・販売の過程でのコスト切下げによって利得
を増すことに希望を託するしかないが、不完全競争の市
場においては、従って実際家が真の競争について語る場
合には、各生産者は、価格引下げか品質改良によって、以
前には他の供給者から需要を充たしていた顧客をひきつ
けることができる、と確信するのである。」（七七’八頁）
そしてここから、この法律の実施上の困難の結論をひ
き出す。「・・…・競争制限禁止法が競争の法的定義を断念
し〈しかも暗黙の樫にはオイヶン学派の市場論の妥当性
を認めていることは、経済にとっていかに危険であるか
二七六
ゴー
は明かである。それから生ずる日常実践の慣用語との矛（四五頁）、グンッニルト教授はポルヒァルｈ・フィヶン
盾は必然的にあらゆる誤解を生み、競争制限禁止法の該チャー国・円９日芹‐同房の貝の呂貝の所論を援用しつつ、
当実質規定の解釈を困難ならしめる。」（七九頁）
この点を批判する。
法律（の三ｍ）の難点とともにオイヶン理論の批判を行すなわち、オイケンは価格が全くの与件である場合の
う教授はさらに論を進める。
みを完全競争とし、その完全競争形態こそ競争経済内部
従来、〃完全競争〃の基準として諸学者が挙げてきたの支配的一般的形態である、とするのに対し、一般に産
も
の
は
以
下
の
も
の
で
あ
る
、
’
㈹
同
質
性
臓
零
物
飽
菱
給
者
騰
あ
る
程
度
商
品
の
販
売
価
格
に
巾
を
も
た
せ
て
蓋
個人的、空間的および時間的観点からする、無差別の、り、予期した価格よりは低く売らねばならぬリスクをそ
う
オ
ン
・
マ
ル
ク
ト
完全に代替可能な商品が市場で交換される、何価格独の内に含んでいる、シ」れは価格が単に〃市場から〃受け
立性の原理⑪その時存に妥当する価格が個々の市場関与とるものではない証拠であり、街角の果物売りでさえそ
者によって影響をうけない。価格は与件としてうけとら５である、企業家に、何故に現在の生産額以上生産しな
れ
る
、
い
交
換
自
由
の
騒
臘
鎌
の
経
済
単
位
朧
任
意
に
噸
い
か
と
き
い
て
み
て
も
、
限
界
費
用
が
価
格
髭
超
え
る
ｌ
完
全
亮
お
よ
び
饗
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
、
す
な
わ
ち
、
割
当
強
競
争
ゆ
え
に
Ｉ
か
ら
と
答
え
る
も
の
は
殆
ど
な
く
、
販
売
の
鬮
制、使用強制、或は供給強制は何ら存在しない、Ｈ原雌、より多く販売しようとすると価格が急落すると答え
子化した市場購造平市場の両側とも多数の、麺においてるのが大多数である、と反論する。「それ故、ポルヒァ
殆ど差別できない供給者および需要者から成り立つ穴ルト。フィヶンチャーは、法律に用いられている競争概
九頁）。ところがオイヶンは、何と、を〃完全競争〃の要念は、たかだか実際の競争の一部にしか通用しないのだ
件であるとする。とくに彼の理論は、市場関与者の価格から、法律的に使用しえない、と甚だ手厳しい判断を下
に対する振舞、計画設定の主体的要因を市場形態の区別しているＣ経済の現実はこの判定を確証する。オイケン
の主要な分岐点とするところに特色があるのであるがの言う完全競争は例外であり、ダイナミックな経済では
甸巳・一命の自用鳥【・…員日二・二》冨肖寓目口冒閂官ワの一一・月目目、（岡田）
一一七七
つねに例外にとどまるであろう。」（九一’二頁）
ここから教授は、法律（の弓国）はその基礎において、
オィヶンの完全競争のモデルからではなく、チニンパリ
ン或はシュタッケル．ヘルクの不完全競争１１或は独占的
競争－１のモデルから出発すべきだったとする、「法律
の、とくに市場支配的企業を取扱う部分において、もし
立法者が現実を把握し、それによって法律家に、実際的
に
使
用
し
う
る
規
瀧
を
与
え
よ
う
と
真
に
欲
し
た
な
ら
ば
、
ま
さ
に
不
完
全
競
争
の
モ
デ
ル
か
ら
出
発
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
よ
り
よ
く
処
理
し
え
た
筈
で
あ
る
。
」
（
九
二
頁
）
、
こ
の
観
点
か
ら
し
て
、
市
場
支
配
の
度
合
を
規
定
す
れ
ば
、
川
財
貨
分
化
の
度
合
、
す
な
わ
ち
供
給
財
の
代
替
財
に
よ
る
代
理
可
能
性
、
何
一
乃
至
少
数
の
企
業
の
、
或
は
多
数
の
供
給
者
に
よ
る
、
同
質
財
或
は
密
接
な
代
替
関
係
に
あ
る
財
の
供
給
統
一
の
皮
合、、新供給者の登場に対する市場の公開性の度合、
の一一一つになるであろう（九二’三頁）とするが、教授は
こ
の
モ
デ
ル
さ
え
、
現
実
に
充
分
に
一
致
す
る
も
の
と
は
し
な
い
．
「
市
場
に
与
え
る
「
本
質
的
な
』
影
響
ｌ
市
場
支
配
と
い
う
極
限
霞
で
を
も
含
む
ｌ
に
対
す
る
、
市
場
に
与
え
る
『
日
常
的な』影響の限界は流動的なものである。……にも拘ら
ﾍｰｸﾞ
二
七
八
ず、この川からいまでに挙げた基準は、実際に起る燗だ
の場合に規定的であるのがいかに困難ではあれ、なお本
質上客観的な指標である。」（九三頁）
そしてさらに、，オイケン学派は、企業が市場に対する
経済計画を立てる際に、価格を所与のものとして受けと
るか、競争襲石および市場の反対側の行為をどこまで考慮
す
る
か
に
よ
っ
て
市
場
諸
形
態
を
考
え
る
の
で
あ
る
が
、
教
授
は、かかる主観的な企業の経済計画によっては市場支配
的
か
ど
っ
か
を
規
定
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
、
と
批
判
す
る
。
国
民経済におけるどの企業も、いかなる小企業でさえ、企
業
の
価
格
政
策
に
よ
っ
て
市
場
に
お
け
る
自
己
の
地
位
の
改
善
に
真剣に望みを託するものであるからである（九五頁）。
カルテル庁にも裁判鐸員にも、・企業家が価格に影響を及ぼ
し
う
る
可
能
性
に
つ
い
て
何
を
考
え
て
い
る
か
を
砿
め
る
方
法
が
な
い
。
こ
う
し
た
概
念
上
の
混
乱
か
ら
、
こ
の
法
律
の
施
行
上
解
決しえない困難が生ずる、と教授は「競争制順隆鑑止法‐一
批判をしめくくる。「市場経済において、正当な価格と、
『市場支配的地位の濫用によって』生じた価格との限界
を
ど
こ
に
ひ
く
か
、
を
誰
が
言
い
う
る
か
？
い
つ
、
生
産
競
争
（田の一ｍ目ロ函⑩ゴの耳汀司の円三から加害競争（の、冨昌。
６
〃宛且。－〔の巨目の鼻》尻目Ｎの貝『ロ二目ご冨貰辱巨且三國『寓す⑦｝』貝『⑩、冒己媚（岡田）
二七九
分
柵
削
些
繩蛎纒占一騨繩癖
野
鼠
屍
国
一
両
労
『
眠
砺
こ
さ
且
一
目
擶
削
固
一
凹
回
上
一
Ｅ
’
Ｌ
凸
笠
｝
咽
睦
臣
』
ご
郡
旺
一一一
石のように「競争制限禁止法」およびその基礎理論を
なすオィヶン理論を批判しながら、市場および市場支配
を論じて、教授は最後に、集穣・集中は市場にいかなる
結果をもたらすかを論ずることになる。集績・集中は市
場にいかなる結果をもたらすかの問題は、また集蔵・集
中と競争との関係の問題でもある。
、目鴨ョ①耳肩ゴのＨｇが生ずるか？勿論、これを容易
に決定しうる単純な状況にある場合は存在するだろう。
だが一般にはそこには殆ど克服しがたい困難がある。
……極大収益性をめざす企業の忠実な努力が、いつ市場
力の濫用に転化するかを決定することが、いったい誰に
可能であろうか？」（九六’七頁）
艫
オ
ル
ド
ー
。
『
．
。
’
］
鰯
一
爲
冒
：
己
雰
Ｃ
ａ
口
目
頭
§
弓＃二ｍ。高［［目○○・ｍの｝一切、富津・の略称。（オイヶンが
中心となっていた）。
＊＊オイヶソの市場形態の図式は上の如くである。
これに市場の公開・閉鎖の需要・供給側のそれぞれの組
合せがこの二五の市場形態のすべてに生ずるから、市場形
態は、畠ｘ←Ⅱ巳Ｃあることになる。（木曾四六’八頁）
「〃集積・集中と競争〃の部分問題に対しては非常に
異った見解が存在する。判断は対極的である。築祇・集
中は競争を全く止揚するという見解があるが、それには
集秋・集中は競争の新しい激しい形態を生み出すと説く
・著名な学者の反対がある。それに加えて、市場占拠率が
。
、
、
市場支配の基準に使用しうるか否かの論争がある。築祇‐
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
。集中過程が市場支配的地位に根拠を与えうるか否かの
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
決定は、一般に、染織・集中と競争に関する問題の決定
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
にまた依存するものである。」（九九頁）
ここで集積・集中が競争を止揚する見解、というとき
教授にはマルクスが念頭にある。「ここで今一度、カー
ル・マルクスが集秋・集中のみが独占化の原因であり、
前段階であるとしたことが想起される。マルクスの主張
以外にも、集額・集中と競争の排除を同じ意味に用いた
一連の経済学者がある。このグループに特徴的なのはへ
ルペルト・フォン・ペッケラート国日常耳『・ロ因の烏の‐
日忌である。彼は築横ｐ集中を『一産業の総生産のま
すます大きな比率を少数の、時としては唯一の企業が製
造し、その結果不完全競争（寡占）或は独占の市場構成
さえも生み出す発展過程である』とする。」（五九頁）後
一一八○
者の、集績・集中が競争を激化するという見解を代表す
るものとして教授が挙げるのはリリェンタール巨斤回，
厚］巴》ロロぐ苞両・》ルッッ田昌薗》句Ｈ】の＆】目Ｐである。
築秋・集中の出発点として教授が求めるのは、勿論独
占ではない。しかし教授にあっては、その理由は独占が
集租・遮企申の結果であるというのではなくて、独占は一
般に、国家が特定財に関して法律で競争を除外し、しか
も代鐸墨即が存在しない場合にのみ発生する、ということ
からである。完全競争もまた支配的市場形態でないか
ら、出発点ではありえないｐ教授は、集祇・集中の出発
点として〃不完全競争〃を置くのだが、教授は自己の想
定の特徴を、市場の原子化した構造とは異った、それの
批判によって成るものとしてこう説明する。
「著者が示す『集讃・集中』の定義は重要な想定、す
な
わ
ち
、
特
定
の
市
場
で
は
経
営
或
は
企
業
の
大
き
さ
に
関
す
る
均等な分布が存在しない、という想定を含んでいる。理
論
の
中
に
し
ば
し
ば
見
出
さ
れ
る
仮
定
、
集
祇
。
集
中
過
程
の
出
発点は殆んど大きさにおいて等しい多数の経潅蝿皐位が存
在するという仮定は、それ以上の考慮を払われることな
しに済まされている。かかる市場形態、いわゆる原子化
した競争は、我汽の経済の現実では殆んど示すことので市場構造に対する影響が生じうる。かかる行為の主な手
き
な
い
も
の
で
あ
る
。
我
奔
の
周
囲
を
見
れ
ば
我
が
国
民
経
済
の
段
は
販
売
機
轍
の
改
善
で
あ
り
、
よ
り
独
創
的
な
製
品
の
製
造
で
諸市場は、多かれ少かれ経営或は企業の大きさの激しいある。一企業或は少数の企業が従来の生産物の分化に成
差別化を示しているのがわかる。企業の大きさの相異功すれば、それまでの市場は分裂し、集績・集中された
陸過去の経済過程から生じた歴史的与件である。」（’新製品の諸供給者は、代替財が存在しても寡占状態にな
○○頁）
る
こ
と
が
あ
り
う
る
。
教授は出発点をここに求めて、市場奪取と市場分裂、「かくの如く拡大された市場では集積・集中過程は種
寡占と競争ｌ共同（三①算すのョの［肝‐【・Ｃａ日凰・巳、・ヵ々なる結果をもたらしうる。根本的にはそこにあらゆる
ルテル、価格先導制⑦円の風回同の円の、冒貸囿己８］８９のＨ‐可能性が開かれている。集械・集中過程は市場構造の出
の日巳、株式参与と融合において、集種・集中の市場構造発状況に影轡を及ぼさないこともありうるし、不完全競
に及ぼす影響を以下の如く論ずるのである。
争の、それぞれ部分独占に至る全階程の諸形態に変化す
第一、市場奪取と市場分裂。
ることもありうる。」（一○三’四頁）
同質財の市場において、より大きな企業が製品を低廉第二、寡占と競争ｌ共同。
化する新なる生産方法を見出し、より安い価格で財を供集祇・集中過程の一層重要な形態は、若干の企業単位
給することにより、大企業が小企業を駆逐すれば、このの企業政策の共同化、統一化である。この共同化、統一
市場奪取の規模の相異に従って市場は部分寡占、寡占、化が多占から出発することは稀で、一般に寡占から生ず
さらには部分独占の形態をとる。
る。これに参加する個存の寡占企業の自立的市場政策
活動的な企業の行為は自己の特殊市場に限定されな陸価格政策上
の相互依
存が強化
されれば
、それだ
け減
い、それは代替財市場にもおよぶ。この新に拡大された少してくる。寡占企業が同質財を供給すれば、統一的価
市場において、経営規模の変動が生じ、それに照応した格が生ぜざるをえないのは自明である。
両目◎扇の目吊島民。旨の口［国二．厚筥囚鳥庁虐且冒周涛号①旨『【の：目的（岡田）
二八一・
グ
爾禰iｉｉ
「騨占的市場状態はや｛明瞭な形であれ、暗為裡のもの
も
、
、
、
、
、
、
勺
であれ、価格競争の止揚に導きうる。だが競争そのもの
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
の止揚には決して至らない。価格競争に代って、近年繰
返し強調される如く、何らかの形態の非価格競争が登場
する。」二○五頁）
第三、カルテル。
寡占状態はまた個斉の寡占企業間の激烈な価格闘争を
生ぜしめうる、この価格競争は競争者の存在を脅かしう
るのであって、やがて協調の意志が現われる、協調の結
果、一般に〃集合的価格政策〃が採られる、それがカル
テルである。（「競争制限禁止法」では低次カルテル、す
リ
パ
ッ
ト
なわち、条件カルテル、割戻しカルテル、合理化カルテ
ルは認められ、高次カルテルでは、輸出カルテル、榊造
ク
リ
ー
ゼ
ン
的カルテル、不況カルテルが〃例外〃として認められて
いる）カルテルが成立すれば、個々の供給者間の競争に
よって特色づけられた寡占は独占に似た形〃集合独占〃
に転化する。カルテルは勿論価格上昇傾向をもつ。明確
な約定を欠く準カルテルの場合にも価格競争の全面的展
開は制限される。
第四、価格先導制。
集合的価格政策の他の形態はいわゆる〃価格指導ｌ価
格先導制〃である。経験の示す所では、強力な、或は穣
極的な若干の寡占的供給者が競争者に、価格競争なしに
自分の設定した価格を受容させるのに成功している。価
格先導的企業が〃追随者〃より、著しく大きい市場占拠
率をもち、経営的に遥かに優れていれば価格先導制はよ
り安定的である。
「集穣・集中問題研究の範囲で、集合独占の形態、例
えばカルテル或は価格先導制について述べることは重要
で
あ
る
と
思
わ
れ
る
。
…
…
そ
れ
ま
で
独
立
し
た
企
業
政
策
を
も
っていた経営が、他人が方向づける目的の下に従属する
こ
と
は
、
一
般
に
新
し
い
準
経
済
単
位
を
発
生
せ
し
め
る
こ
と
に
な
る
。
と
は
い
え
、
か
か
る
結
果
が
つ
ね
に
必
然
で
あ
る
訳
で
は
ない。『集合独占』においても、個々の参加企業が相当
範囲の行動の自由性を保持している例は数多い。企業が
すぐにその企業者機能の一部を集合独占に矛盾なく引渡・
すと考えるならば企業者心理を誤解することになろう。
……理論的には、一産業の大部分を支配する諸企業は、
競争よりも共同によって利する所が大であっても命経済
の現実にこの原理が妥当するかどうかは甚だ疑問であ
一
八
二
、る。」（一二’二頁）
は最終段階の競争で結合企業に苦しめられる。しかし、
第五、株式参与と融合。
「・・…・一段階的企業は多くの点で多段階的企業よりも有
株式参与および融合が生ずる理由の中では、資本基利であることを忘れてはならぬ。一段階的経営はつねに
礎、信用基礎の拡大に関する考慮が大きな意味をもつ「多段階的な競争者より運動し易く、変化する市場状態に
が、販路面からする動機が決定的である場合も少くなより速かに、効果的に適応することができる。．：…経営
い。同一生産段階の企業で株式参与或は融合が行われれ的視点からは多段階的企業の方が根本的に有利であると
ぱ
、
水
平
的
カ
ル
テ
ル
の
如
く
、
多
数
の
需
要
者
か
ら
単
一
の
需
か
、
｜
段
階
的
企
業
の
方
が
そ
う
で
あ
る
と
か
い
う
こ
と
は
で
き
、
、
要者が生れ、事悩によっては濡要部分独占が生じ、注ない。どちらの組織形態もその長所・短所をもつ。」（－
た
、
同
一
生
産
物
の
多
数
の
供
給
者
か
ら
単
一
の
供
給
者
が
残
一
九
’
二
○
頁
）
‐
、
、
り、場合岸翅』よっては供給部分独占が生ずる。生産過剰が以上を総括して教授は、自分の設問に対する結論を述
原困で融合が行われ、直ちに続いて工場の操業停止・閉．〈ていう。
鎖をもたらすいわゆる消極的合理化においては、集祇．「集穣・集中過程の市場構造に対する作用に関して
集中の効果は著しい。供給制限はコスト節約と価格上昇は、一般法則的なことを言うことができない。すでに見
をもたらし、操業減少に伴う損失を償う。
たように、考えられる三つの可能性がある。
垂直的集穣・集中の市場に対する最も直接的な結果第一、市場榊造に変動がおこらない可能性。
は、それまで独立していた部分市場が結合され、競争場第二、市場が独占に接近する諸形態に移ってゆく可能
樫
か
ら
消
滅
す
る
こ
と
で
あ
る
。
だ
が
、
最
終
段
階
で
の
競
争
は
性。
激
し
く
な
る
、
企
業
は
蘂
畠
結
合
に
よ
っ
て
コ
ス
ト
両
で
優
位
第
一
一
「
競
争
が
激
化
す
る
ｌ
事
嬉
よ
っ
て
擶
格
鑿
以
に立ち、その利得の一部分を消費者に提供して市場占拠
外
の
鑿
形
態
が
用
い
ら
れ
る
が
ｌ
可
能
性
．
率を拡大する、一段階的企業或は生産段階数の少い企業かくも根本的に異った三つの可能性が結果として兄出
戸巳・一［Ｃ目恩島尻・口§：［】・・・旨『寓目已冒画鳥昏昏目鼻目砲（岡田）
二八三
轍両？？．『ｈｄｌｗＰ卯一．．．△。
されるという結論は多くの読者を失望させるであろう。
だが多様な経済生活は、ふたたび科学が一義的な、あら
ゆる事情の下で妥当する明言を下す状態にない、という
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
結末に導く。すなわち、集積・集中過程し』よって当該市
、
、
、
、
．
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
。
、
、
、
、
、
、
、
、
、
場が明瞭な部分寡占、寡占、或はさらに部分独占に転化
、
，
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
や
、
、
、
、
、
、
、
、
勺
するか、どうかに閲して普遍妥当的な判断を下す声」とは
、
、
、
、
、
、
、
、
不可能なのである。」（一一一一’一一頁）
四
教授による（批判から見ても、「競争制限禁止法」が殆
んど実効を伴わないであろうことは推察できる。それは
保護すべき対象の規定がなく、市場支配的企業に対する
基準もなく監視する方法も極めて腰味なものであり、し
か
も
カ
ル
テ
ル
に
関
し
て
多
く
の
例
外
規
定
を
も
つ
も
の
で
あ
っ
て、この法律を補助するものとして、集積・集中の法規
制を行うべく、その準備として西ドイツ政府は〃集祇・
集中調査法戻○日目：陣・日の目口の庁の、冊§）〃を出し
たり二九六一年五月）しているが、「集秋・集中禁止
法」の如きを作ったとしても屋上屋を重ねるの結果にし
かなるまい。
資本制国家は資本家階級の専一的支配機構でありなが
二八四
ら、社会の総括者たる限りはつねに社会成員一般の代表
者であるかの如く振舞うのであり、かく振舞うことによ
ってまた階級支配を維持・強化する一性格をもつが、独
占資本主義の矛盾が激化し、それが社会成員の誰の目に
も明かとなってくる状態にあっては、国家は本質上独占
資本主義への依存を深めながら、他面ではそれを独占に
対
す
る
中
立
的
振
舞
を
も
っ
て
隠
蔽
し
よ
う
と
試
み
、
幻
想
を
保
とうと計るのであって、夙にアメリカ合衆国が反トラス
ト
法
で
か
か
る
振
舞
を
な
し
た
の
に
追
随
し
て
、
第
二
次
大
戦
後
、
主
と
し
て
ア
メ
リ
カ
に
占
領
さ
れ
た
西
ド
イ
ツ
、
日
本
が
独
占禁止法を〃輸入〃したのみでなく、イギリス、カナダ、
ヨーロッパ大陸諸国等でも種々の独占禁止法が制定され
ているのも偶然ではない。そこには第二次大雛鰯傾、より
深刻化した集穣ｄ集中の発展が反映しているのである。
教授の、この法律（のヨ団）に対する批判はｐこの点を
全
く
無
視
す
る
ば
か
り
で
な
く
、
理
論
に
お
い
て
は
、
集
積
・
集
中が市場を独占的なるｐものに転化するか、，どっかという
問題に対して、それは個汽の具体的な場合々奇に依存す
ると答えることによって、自由韓孚の独占への転化が単
なる偶然事にすぎない、とする俗流的見解を披瀝するに
「
一屯
異で珍重される」特殊な、偶》
表現するものにすぎなかった。
とどまっているのである。教授は、この見解を導くため
に型元全競争〃から出発するか〃不完全競争〃から出発
するか、築穂・集中が競争を止揚するかそれとも激化す
るか、と問うのであるが、集穂・集中の市場購造に対す
る影響を問う限り、問題はそのようには存在しないので
あって、本来、自由競争はいかにして独占に転化するか
という所にあるのである。
教授の紹介する如く、古典派経済学は独占を自由競争
の反対物としてとらえ、かくして価値法則の自由な貫徹
の行われえない場合として考えたのであるが（二○頁）、
古典派経済学にあっては独占は、前資本主義的独占であ
り、資本主義が排除しえ、排除し、排除すべき諸関係を
表現するか、或はたかだか「特別に地味や位置に幸いさ
れたフランスのある葡萄園」（スミろの葡萄の如く「特
異で珍重される」特殊な、偶然的な商品が担う諸関係を
しかしながら、我汽が解決すぺき、そしてグンッニル
ト教授もまた取扱っている築秋・集中と関連する独占
は
、
自
由
競
争
の
反
対
物
で
は
あ
る
が
か
か
る
独
占
で
は
な
い
か入る独占は既に「人為的独占」として資本によって排
．”且。】ｍ９日恩篤展○口開口［『色二．回、冨日鷺自己昌貝再宮澤の月月ロ日〕函（岡田）
除されるか、偶然的な事態として存在しえたにすぎない
独占である。我斉が問題とすべきは、資本の自由なる発
展
が
生
み
出
し
た
、
白
墨
争
の
結
果
で
あ
る
独
占
Ｉ
マ
ル
クスが「自然的独占」と名付けたところのｌであり、
自由競争が生み出した、その反対物である独占である。
、
、
、
、
》」の独占を自由競争の転化とし｝」説くためには自由競争
から出発しなければならない。
我々は西ドイツでの独占禁止法論争とそれに附随した
理論的論争の一面を知ることによって、「ふたたびマルク
スを基礎とした〃競争論〃の展開の重要性を認識するの
である。
二八五
総醗鮒
